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要要  旨旨   
  学校での消費者教育推進のためには，学校と行政が連携して進めていくことが重要であり，消費者教

育コーディネーターの存在が期待されている。本研究では，2021 年 8 月 24 日～9 月 29 日の間に，全

国の消費生活センターに勤務する消費生活相談員にアンケート調査を行い，152 人から回答を得て，現

状を調査した。その結果，6 割の消費生活センターが消費者教育コーディネーターを設置しておらず，

半数は消費生活相談員が消費者教育コーディネーターを担当していたが，教員等学校関係者の方が消費

者教育コーディネーターとして適任と感じていた。また 6 割以上は学校とのつながりがないことを課題

としながら，一人で講座を担当している実態が明らかとなった。  

  

 
ⅠⅠ．．ははじじめめにに   
消費者問題が複雑化してきたことを背景に，2009 年に消費者庁が設立され，2012 年に

は「消費者教育の推進に関する法律」（以下，「消費者教育推進法」）が施行された。「消費

者教育推進法」の第二条では，「消費者教育とは，消費者の自立を支援するために行われる

消費生活に関する教育及びこれに準ずる啓発活動をいう」と規定され，その内容は「消費

者教育の体系イメージマップ」（消費者庁，2012）として公表されるなど，消費者を取り巻
く環境が整ってきた。一方，2022 年 4 月 1 日から成年年齢の引き下げが実施されており，
学校での消費者教育が喫緊の課題となっている。学校における消費者教育の重要性につい

ては徐々に認知されてきたが，教師だけでは最新の消費者問題や法律を十分に教えること

ができず，担い手不足や専門家とつなぐ手立てが充分でないのが現状である（消費者庁，

2017）。文部科学省では，2010 年度以降，3 年おきに教育委員会を対象に「消費者教育取
り組み状況調査」を実施しているが，2019 年度の調査結果では（文部科学省，2019），消
費者教育の連携先として，消費者行政部局や消費生活センターが挙げられ，今後，学校で
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の消費者教育を推進していく上で，消費者行政機関が大きな力になると考えられる。  
2012 年 12 月に施行された消費者教育推進法を受けて，2013 年６月 28 日には「消費者

教育の推進に関する基本的な方針」（以下，「基本方針」）が閣議決定され，消費生活センタ

ーの拠点化や，消費者教育を担う多様な関係者や場をつなぐために，間に立って調整する

役割を担う者としてのコーディネーター (以下，消費者教育コーディネーターに統一する )
の育成，活用などが提示された。「基本方針」を受け，2013 年８月，消費者教育推進会議
では，①消費者市民小委員会，②情報利用促進小委員会，③地域連携推進小委員会の３委

員会が設置された。地域連携推進小委員会の 2015 年 3 月の取りまとめ（消費者庁，2015）
では，消費生活センターに期待される機能，消費者教育コーディネーターの機能，消費者

教育コーディネーターの資質などについて示された。消費者教育コーディネーターの機能

については，消費者教育コーディネーター，消費者教育担当行政職員，サポーターに分け

て整理をし，消費者教育コーディネーターは，担当地域における日々の消費者教育を実務

面・実践面において全般的に企画・調整し推進する。消費者教育の拠点等で，地域全体の

消費者教育の実践を支援する専門職としてサポーターが活躍しやすい環境の整備などを担

うとした。また，消費者教育コーディネーターに期待される資質については，①消費者教

育を広める，②消費者教育の実施を働き掛ける，③消費者教育の関係者をつなぐとした。  
さらに「基本方針」の重点項目「消費者の特性に配慮した体系的な消費者教育の推進」

の実現に向けた検討のため，消費者教育推進会議の下に，「地域における消費者教育の充実

に向けた連携に関する分科会」が 2019 年１月に設けられた。2019 年７月のとりまとめ（消
費者庁，2019）では，消費者教育コーディネーターの役割は，消費者教育を担う多様な関
係者による連携体制を構築し，その体制を踏まえて，地域の特性に応じた消費者教育を実

現すること，としている。2018 年２月 20 日に若者への消費者教育の推進に関する４省庁
関係局長連絡会議で決定された「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログ

ラム」の 2020 年度末時点の進捗状況（消費者庁・金融庁・法務省・文部科学省，2021）
によると，34 都道府県において，消費者教育コーディネーターが配置されているが，消費
者行政強化交付金を活用した育成・配置の促進や国民生活センターによる研修を活用した

育成を通して，全ての都道府県で消費者教育コーディネーターの育成・配置を目指してい

る。  
以上のように，国として，消費者教育コーディネーターの育成・配置を目指しており，

2022 年現在で 40 の都道府県に配置されており，この２年間で増加しているが，まだ全て
の都道府県には至っていない。政令指定都市やその他市町村においては，連携した消費者

教育を進めているところもあるかもしれないが，その実態はまだ詳しく調査されていない

状況にある。  
本論文では，消費者教育コーディネーターの役割が極めて重要であると考え，まず消費

生活センターに勤務している消費生活相談員を対象に消費者教育コーディネーターの状況

と学校教育との関係を調査し，今後学校と行政が消費者教育を連携して進めていくうえで

必要となる論点を明らかにすることとした。  
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ⅡⅡ．．調調査査のの方方法法とと結結果果   
11..  「「消消費費者者教教育育調調査査報報告告」」((22001188))ににつついいてて   
消費者教育コーディネーターに関しては，公益社団法人全国消費生活相談員協会が，

2018 年に「消費者教育調査報告」を実施している。公益社団法人全国消費生活相談員協会
とは，1977 年に設立し，全国の自治体等の消費生活相談窓口で相談業務などを担っている
消費生活相談員を主な構成員とする団体である。全国消費生活相談員協会では，消費者教

育の方向性を明確にするため，2018 年 1 月 15 日～2 月 20 日の間，会員である全国の消
費生活相談員 1，962 人に対して，現在の状況，消費者教育の拠点化，消費者教育の推進，
消費者教育コーディネーターなどについて，アンケート調査を実施した。この結果，499 人
（25.4％）から回答があり，学校における消費者教育と消費生活相談員の関わりについて，
「もっと積極的に進めたい」(33.5％ )，「進めていく必要はあるが難しい」(58.7％ )を合計
すると，約９割の消費生活相談員が学校における消費者教育の必要性を感じていた。しか

し，学校・教員側の問題としては，学校の消費者教育に関する理解や関心の少なさ，時間

的余裕のなさ，教育委員会の理解や協力が得られないことなどの意見が数多く寄せられた。

また，相談員・行政側の問題としては，相談現場の環境改善，行政職員の消費者教育への

理解の必要性を訴える意見も多くあった。一方，「消費者教育コーディネーター」の設置

は必要であると 33.1%が回答しているが，設置を進めるための方策として，位置づけや役
割を明確にする，活躍している実例を挙げて促すなど，仕事が明確化されていないという

回答も多く寄せられており，消費者教育コーディネーターの役割や業務内容が明確に示さ

れていないことが，その設置が進まない一要因であることが伺われる。「消費者教育推進

会議取りまとめ」（消費者庁，2015）では，消費者教育コーディネーターに期待される資
質と役割として，①消費者教育を広める役割について，魅力的な講座の企画・立案・説得

という資質，②消費者教育の実践を働きかける役割について，調整を行う，共感を生むと

いう資質，③消費者教育の関係者をつなぐ役割について，調整を行う，共感を生むという

資質が示された。この調査により，今後消費者教育コーディネーターの役割を担える人材

として，消費生活相談員を育成することが課題であることが明らかとなった。  
 
２２．．本本調調査査ににつついいてて   
「消費者教育調査報告」では，消費者教育コーディネーターの役割を担える人材として

の消費生活相談員の育成が課題であることが分かった。この調査から 2 年が経過し，都道
府県において消費者教育コーディネーターの設置が進んできていることから，役割等につ

いても，理解が進んできたと考えられる。本論文では，学校における消費者教育の現状と

変化を調査するため，「消費者教育調査報告」 (2018)を参考にして，全国消費生活相談員
協会に属する会員 1,652 人を対象に，消費者教育研究所の協力を得て 2021 年 8 月 24 日～
9 月 29 日に Web でアンケート調査を実施した。  
本論文で実施したアンケートの概要を表 1 に示す。消費生活センターにおける，学校で

の消費者教育の現状を知るため，（１）回答者の属性（所属地域，勤務状況，2019 年度実
施状況，相談窓口の組織，勤務内容），（２）学校での消費者教育の実践（2019 年度の経験
数，申し込みのきっかけ，実践した教科，開催規模，開催形式，講座のタイトル，講座の

内容），（３）学校での消費者教育の課題（学校での消費者教育の課題，課題克服のための

の消費者教育を推進していく上で，消費者行政機関が大きな力になると考えられる。  
2012 年 12 月に施行された消費者教育推進法を受けて，2013 年６月 28 日には「消費者

教育の推進に関する基本的な方針」（以下，「基本方針」）が閣議決定され，消費生活センタ

ーの拠点化や，消費者教育を担う多様な関係者や場をつなぐために，間に立って調整する

役割を担う者としてのコーディネーター (以下，消費者教育コーディネーターに統一する )
の育成，活用などが提示された。「基本方針」を受け，2013 年８月，消費者教育推進会議
では，①消費者市民小委員会，②情報利用促進小委員会，③地域連携推進小委員会の３委

員会が設置された。地域連携推進小委員会の 2015 年 3 月の取りまとめ（消費者庁，2015）
では，消費生活センターに期待される機能，消費者教育コーディネーターの機能，消費者

教育コーディネーターの資質などについて示された。消費者教育コーディネーターの機能

については，消費者教育コーディネーター，消費者教育担当行政職員，サポーターに分け

て整理をし，消費者教育コーディネーターは，担当地域における日々の消費者教育を実務

面・実践面において全般的に企画・調整し推進する。消費者教育の拠点等で，地域全体の

消費者教育の実践を支援する専門職としてサポーターが活躍しやすい環境の整備などを担

うとした。また，消費者教育コーディネーターに期待される資質については，①消費者教

育を広める，②消費者教育の実施を働き掛ける，③消費者教育の関係者をつなぐとした。  
さらに「基本方針」の重点項目「消費者の特性に配慮した体系的な消費者教育の推進」

の実現に向けた検討のため，消費者教育推進会議の下に，「地域における消費者教育の充実

に向けた連携に関する分科会」が 2019 年１月に設けられた。2019 年７月のとりまとめ（消
費者庁，2019）では，消費者教育コーディネーターの役割は，消費者教育を担う多様な関
係者による連携体制を構築し，その体制を踏まえて，地域の特性に応じた消費者教育を実

現すること，としている。2018 年２月 20 日に若者への消費者教育の推進に関する４省庁
関係局長連絡会議で決定された「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログ

ラム」の 2020 年度末時点の進捗状況（消費者庁・金融庁・法務省・文部科学省，2021）
によると，34 都道府県において，消費者教育コーディネーターが配置されているが，消費
者行政強化交付金を活用した育成・配置の促進や国民生活センターによる研修を活用した

育成を通して，全ての都道府県で消費者教育コーディネーターの育成・配置を目指してい

る。  
以上のように，国として，消費者教育コーディネーターの育成・配置を目指しており，

2022 年現在で 40 の都道府県に配置されており，この２年間で増加しているが，まだ全て
の都道府県には至っていない。政令指定都市やその他市町村においては，連携した消費者

教育を進めているところもあるかもしれないが，その実態はまだ詳しく調査されていない

状況にある。  
本論文では，消費者教育コーディネーターの役割が極めて重要であると考え，まず消費

生活センターに勤務している消費生活相談員を対象に消費者教育コーディネーターの状況

と学校教育との関係を調査し，今後学校と行政が消費者教育を連携して進めていくうえで

必要となる論点を明らかにすることとした。  
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必要事項），（４）消費者教育コーディネーター（設置状況，属性，適任と思う属性），（５）

その他（情報の入手先，新型コロナによる影響），の５項目である。  
 

表表 11  調調査査項項目目  

回答者の属性  所属地域，勤務状況，2019 年度実施状況，相談窓口の組
織，勤務内容  

学校での消費者教育の実践  2019 年度の経験数，申し込みのきっかけ，実践した教
科，開催規模，開催形式，講座のタイトル，講座の内容  

学校での消費者教育の課題  学校での消費者教育の課題，課題克服のための必要事項  
消費者教育コーディネーター  設置状況，属性，適任と思う属性  
その他  情報の入手先，新型コロナによる影響  

 
  
（（１１））回回答答者者のの属属性性  

本調査は全国消費生活相談員協会の全国 7 支部の 1，652 人の会員を対象とした。この
結果，152 人（9.2％）の回答を得た。今回，支部のメーリングリストにより，メールで任
意に回答を依頼したことによって，回答率は低くなったと考えられる。回答者の属性を所

属支部から見ると（表 2），九州支部が最も多く，次いで，関西，関東，中部の順であった。
各支部の会員数は，関東(688 人 )，関西(341 人)，九州（249 人），中部（156 人）の順であ
るが，北海道や九州の回答率はそれぞれ，17.3%，16.1%と高かった。次に勤務状況を，①
現在勤務している，②以前していたが現在はしていない，③勤務経験はない，から選択し

てもらった。③を選択肢としたのは，相談員の資格はあるが，勤務経験がない人も存在す

るためである。この結果，約９割 (135 人 )が現在勤務していることが分かった。この後の分
析は，現在勤務している 135 人を対象としている。勤務場所（表 4）は，①都道府県，②
政令指定都市，③その他(市町村，広域連携など)，から選択してもらった。この結果，その
他（市町村，広域連携など）が最も多く 60.8％（82 人），次いで都道府県 (20.7%)であった。
勤務年数は，表 5 の分類から尋ねたところ，10 年以上が 7 割を超えたことから，比較的勤
務経験が長い相談員が多いことが分かる。勤務内容については (表 6)，①相談のみ，②相談
と啓発，③啓発のみ，から選択してもらったが，7 割以上は「相談と啓発」の両方をして
おり，2 割が「相談のみ」に従事していることが分かった。  

    
表表 22  所所属属支支部部                                  表表 33  勤勤務務状状況況  

                                
      

                        
  
  

勤務状況 該当者数(%)

現在勤務している 135(88.8)

以前していたが現在はしていない 14(9.2)

勤務経験はない 3(2.0)

合計 152(100.0)

 

所属支部 回答者数(%) 会員数(%) 回答率(%)
北海道 13(8.6) 75(4.5) 17.3

東北 9(5.9) 98(5.9) 9.2

関東 32(21.0) 688(41.6) 4.7

中部 20(13.2) 156(9.4) 12.8

北陸 1(0.7) 45(2.7) 2.2

関西 35(23.0) 341(20.6) 10.3

九州 40(26.3) 249(15.1) 16.1

未記入 2(1.3)

合計 152(100.0) 1652(100.0) 9.2
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表表 44  勤勤務務場場所所        

  

          表表 55  勤勤務務年年数数                            表表 66  勤勤務務内内容容  

  
                            
      

 
 
 
 
（（２２））情情報報のの入入手手先先  

 消費者教育を行うための情報の入手先を，①国民生活センターや都道府県などによる研

修，②自主的に参加する消費者団体などによる研修，③同僚からの教示，④インターネッ

ト，書物，論文などで，自ら入手，⑤その他，から複数回答で聞いた。この結果(表 7)，9
割以上が「国民生活センターや都道府県などによる研修」から入手している。一方，「イン

ターネット，書物，論文などで，自ら入手」が 84.3％（91 人）あり，受け身であるだけで
なく，自らも情報収集していることが分かった。  
 

表表 77  情情報報のの入入手手先先（（複複数数回回答答））  

                                  
  
（（３３））学学校校ででのの消消費費者者教教育育のの実実践践   
 新型コロナウィルス感染症発生以前の 2019 年度における学校での消費者教育の実践の
経験について，校種別(小学校・中学校・高校・その他学校(専門学校や大学 )・他団体の依
頼)に，学校数を尋ねた。未記入は示していない。この結果，高校が最も多いが，他団体の
依頼以外では，全ての校種で約 2 割が実施していることが分かる。また校種別の回数を見
ると，小学校では「0 校」が多く，中学校，高等学校やその他学校では「1～5 校」で実施
が多く，特に，高等学校やその他学校ではその傾向が見られた。他団体の依頼は，金融広

報委員会からの依頼などであった。  
  
 

勤務場所 該当者数(%)

都道府県 28(20.7)

政令指定都市 23(17.0)

その他（市町村、広域連携等） 82(60.8)

未記入 2(1.5)

合計 135(100.0)

情報入手先 該当者数(%)

国民生活センターや都道府県などによる研修 99(91.7)

自主的に参加する消費者団体などによる研修 69(63.9)

同僚からの教示 42(38.9)

インターネット、書物、論文などで、自ら入手 91(84.3)

その他 5(4.6)

 

勤務内容 該当者数(%)

相談のみ 27(20.0)

相談と啓発 104(77.1)

啓発のみ 3(2.2)

未記入 1(0.7)

合計 135(100.0) 

勤務年数 該当者数(%)

5年未満 14(10.4)

5～10年未満 23(17.0)

10～20年未満 66(48.9)

20年以上 32(23.7)

合計 135(100.0)

必要事項），（４）消費者教育コーディネーター（設置状況，属性，適任と思う属性），（５）

その他（情報の入手先，新型コロナによる影響），の５項目である。  
 

表表 11  調調査査項項目目  

回答者の属性  所属地域，勤務状況，2019 年度実施状況，相談窓口の組
織，勤務内容  

学校での消費者教育の実践  2019 年度の経験数，申し込みのきっかけ，実践した教
科，開催規模，開催形式，講座のタイトル，講座の内容  

学校での消費者教育の課題  学校での消費者教育の課題，課題克服のための必要事項  
消費者教育コーディネーター  設置状況，属性，適任と思う属性  
その他  情報の入手先，新型コロナによる影響  

 
  
（（１１））回回答答者者のの属属性性  

本調査は全国消費生活相談員協会の全国 7 支部の 1，652 人の会員を対象とした。この
結果，152 人（9.2％）の回答を得た。今回，支部のメーリングリストにより，メールで任
意に回答を依頼したことによって，回答率は低くなったと考えられる。回答者の属性を所

属支部から見ると（表 2），九州支部が最も多く，次いで，関西，関東，中部の順であった。
各支部の会員数は，関東(688 人 )，関西(341 人)，九州（249 人），中部（156 人）の順であ
るが，北海道や九州の回答率はそれぞれ，17.3%，16.1%と高かった。次に勤務状況を，①
現在勤務している，②以前していたが現在はしていない，③勤務経験はない，から選択し

てもらった。③を選択肢としたのは，相談員の資格はあるが，勤務経験がない人も存在す

るためである。この結果，約９割 (135 人 )が現在勤務していることが分かった。この後の分
析は，現在勤務している 135 人を対象としている。勤務場所（表 4）は，①都道府県，②
政令指定都市，③その他(市町村，広域連携など)，から選択してもらった。この結果，その
他（市町村，広域連携など）が最も多く 60.8％（82 人），次いで都道府県 (20.7%)であった。
勤務年数は，表 5 の分類から尋ねたところ，10 年以上が 7 割を超えたことから，比較的勤
務経験が長い相談員が多いことが分かる。勤務内容については (表 6)，①相談のみ，②相談
と啓発，③啓発のみ，から選択してもらったが，7 割以上は「相談と啓発」の両方をして
おり，2 割が「相談のみ」に従事していることが分かった。  

    
表表 22  所所属属支支部部                                  表表 33  勤勤務務状状況況  

                                
      

                        
  
  

勤務状況 該当者数(%)

現在勤務している 135(88.8)

以前していたが現在はしていない 14(9.2)

勤務経験はない 3(2.0)

合計 152(100.0)

 

所属支部 回答者数(%) 会員数(%) 回答率(%)
北海道 13(8.6) 75(4.5) 17.3

東北 9(5.9) 98(5.9) 9.2

関東 32(21.0) 688(41.6) 4.7

中部 20(13.2) 156(9.4) 12.8

北陸 1(0.7) 45(2.7) 2.2

関西 35(23.0) 341(20.6) 10.3

九州 40(26.3) 249(15.1) 16.1

未記入 2(1.3)

合計 152(100.0) 1652(100.0) 9.2
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表表 88  消消費費者者教教育育のの経経験験((複複数数回回答答))  

  
  

消費者教育に関する出前講座の申し込みのきっかけを，①学校から，②消費生活センタ

ー，③その他，④分からない，から複数回答してもらった。この結果（表 9），「学校か
ら」が 89 人 (43.4%)と最も多く，次いで「消費生活センター」58 人 (28.3%)，「その他」
52 人(25.4%)の順となった(未記入を省く)。校種別の違いはみられなかったが，小学校と
中学校は学校からの申し込みが多い傾向が見られる。  

 
表表 99  申申しし込込みみののききっっかかけけ((複複数数回回答答))  

 

 
実施した教科を，①家庭科，②社会科・公民科，③生活科・総合，④その他授業，⑤学

校行事・講演会，から複数回答で答えてもらった。この結果（表 10），最も多い教科は「そ
の他授業」(27.9%)であり，次いで「家庭科」，「生活科・総合」，「学校行事・講演会」，「社
会科・公民科」の順となった (未記入は省く)。校種別では，小学校，中学校，高校で「家庭
科」が多かった。次に，中学校では「社会科」18 人(33.3%)，高校では「その他授業」が
17 人（25.8%）だった。大学や専門学校などのその他学校では，「その他授業」が 28 人
（54.9％）だった。  

表表 1100  実実施施ししたた教教科科((複複数数回回答答))  

 

該当数(%)
０校 １～５校 ６校以上 合計 合計

小学校 37(61.7) 18(30.0) 5(8.3) 60(100.0) 60(18.6)
中学校 28(43.1) 34(52.3) 3(4.6) 65(100.0) 65(20.2)
高校 28(34.1) 46(56.1) 8(9.8) 82(100.0) 82(25.5)
その他学校 25(34.2) 44(60.3) 4(5.5) 73(100.0) 73(22.7)
他団体の依頼 21(50.0) 18(42.9) 3(7.1) 42(100.0) 42(13.0)
合計 139(34.2) 160(49.7) 23(7.1) 322(100.0)

該当数(%)

学校から
消費生活セン

ター
その他 分からない 合計 合計

小学校 19(55.9) 9(26.5) 6(17.6) 0(0.0) 34(100.0) 34(16.6)
中学校 25(49.0) 13(25.5) 11(21.6) 2(3.9) 51(100.0) 51(24.9)
高校 24(38.1) 18(28.6) 19(30.1) 2(3.2) 63(100.0) 63(30.7)
その他学校 21(36.8) 18(31.6) 16(28.1) 2(3.5) 57(100.0) 57(27.8)
合計 89(43.4) 58(28.3) 52(25.4) 6(2.9) 205(100.0)

該当数(％)

家庭科
社会科・公民

科
生活科・総

合
その他授業

学校行事・
講演会

合計 合計

小学校 9(30.0) 1(3.3) 8(26.7) 7(23.3) 5(16.7) 30(100.0) 30(14.9)
中学校 18(33.3) 18(33.3) 10(18.6) 4(7.4) 4(7.4) 54(100.0) 54(26.9)
高校 17(25.8) 9(13.6) 12(18.2) 17(25.8) 11(16.6) 66(100.0) 66(32.8)
その他学校 3(5.9) 0(0.0) 9(17.6) 28(54.9) 11(21.6) 51(100.0) 51(25.4)
合計 47(23.4) 28(13.9) 39(19.4) 56(27.9) 31(15.4) 201(100.0)
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開催した時の規模を，表 11 に示す 8 項目 (未記入を除く )から複数回答で尋ねた。この結
果（表 11），全体では「クラス毎 1～3 校」が 56 人（33.5％）と最も多く，次いで「学年
毎 1～3 校」40 人(23.9%)で，半数を占めた。「学年全体 1～3 校」も 13.8%あったが，その
他の形態は 1 割に満たなかった。校種別に見ると，小学校，中学校，その他学校は「クラ
ス毎 1～3 校」の規模で開催している割合が高いことが分かる。特に中学校は半数が「クラ
ス毎 1～3 校」での開催となっている。高校は「学年毎 1～3 校」が 3 割以上となった。そ
の他学校では「学年全体１～3 校」と「任意の参加者１～3 校」がほかの校種に比べると多
いのが特徴的であった。  

 
表表 1111  開開催催規規模模((複複数数回回答答))  

 
 
講座の形式を，①資料提供のみ，②1 人で授業を行った，③指導案作成に協力，④教員

と相談員の協働授業，⑤職場から資料配布，の 5 項目から複数回答で選択してもらった。
この結果（表 12），「1 人で行った」が約 7 割と最も多かった。次いで「相談員と教員の協
働授業」であったが，2 割に満たなかったことから，ほとんどの講座は，相談員が一人で
実施していることが分かる。校種別に見ると，中学校では「教員と相談員の協働授業」が

24%と高いことが分かる。「資料提示のみ」は少ない一方，「指導案作成に協力」という高
度な形式も少ないことが分かる。  

 
表表 1122  講講座座のの形形式式((複複数数回回答答))  

 
  
講座の内容を，①契約の基本，②最新の相談事例，③ネットリテラシー，④金銭教育，

⑤環境教育，⑥消費者市民社会，⑦消費者の権利と責任，⑧その他，の 8 項目から複数回
答で選択してもらった。この結果（表 13），「最新の相談事例」と「契約の基本」はほぼ同
数で，回答数の半分を占めた。「環境教育」が最も少なく，「消費者市民社会」と「消費者

該当数(％)
クラス毎
1～３校

クラス毎
4校以上

学年毎
１～3校

学年毎
4校以上

学年全体
１～３校

学年全体
4校以上

任意の参加
者１～３校

任意の参加
者4校以上

合計 合計

小学校 6(26.1) 4(17.4) 4(17.4) 1(4.3) 3(13.1) 1(4.3) 3(13.1) 1(4.3) 23(100.0) 23(13.8)
中学校 20(51.2) 6(15.4) 8(20.5) 1(2.6) 3(7.7) 0(0.0) 1(2.6) 0(0.0) 39(100.0) 39(23.4)
高校 15(28.3) 3(5.7) 18(34.0) 8(15.1) 6(11.3) 3(5.7) 0(0.0) 0(0.0) 53(100.0) 53(31.7)
その他学校 15(28.9) 2(3.8) 10(19.2) 3(5.8) 11(21.2) 2(3.8) 9(17.3) 0(0.0) 52(100.0) 52(31.1)
合計 56(33.5) 15(9.0) 40(23.9) 13(7.8) 23(13.8) 6(3.6) 13(7.8) 1(0.6) 167(100.0)

該当数(%)

資料提供
のみ

1人で授業を
行った

指導案作成
に協力

教員と相談
員の協働授

業

職場から資
料配布

合計 合計

小学校 1(3.9) 18(69.2) 0(0.0) 5(19.2) 2(7.7) 26(100.0) 26(13.6)
中学校 1(2.0) 29(58.0) 2(4.0) 12(24.0) 6(12.0) 50(100.0) 50(26.2)
高校 1(1.6) 49(76.6) 2(3.1) 7(10.9) 5(7.8) 64(100.0) 64(33.5)
その他学校 0(0.0) 42(82.3) 1(2.0) 7(13.7) 1(2.0) 51(100.0) 51(26.7)
合計 3(1.6) 138(72.3) 5(2.6) 31(16.2) 14(7.3) 191(100.0)

表表 88  消消費費者者教教育育のの経経験験((複複数数回回答答))  

  
  

消費者教育に関する出前講座の申し込みのきっかけを，①学校から，②消費生活センタ

ー，③その他，④分からない，から複数回答してもらった。この結果（表 9），「学校か
ら」が 89 人 (43.4%)と最も多く，次いで「消費生活センター」58 人 (28.3%)，「その他」
52 人(25.4%)の順となった(未記入を省く)。校種別の違いはみられなかったが，小学校と
中学校は学校からの申し込みが多い傾向が見られる。  

 
表表 99  申申しし込込みみののききっっかかけけ((複複数数回回答答))  

 

 
実施した教科を，①家庭科，②社会科・公民科，③生活科・総合，④その他授業，⑤学

校行事・講演会，から複数回答で答えてもらった。この結果（表 10），最も多い教科は「そ
の他授業」(27.9%)であり，次いで「家庭科」，「生活科・総合」，「学校行事・講演会」，「社
会科・公民科」の順となった (未記入は省く)。校種別では，小学校，中学校，高校で「家庭
科」が多かった。次に，中学校では「社会科」18 人(33.3%)，高校では「その他授業」が
17 人（25.8%）だった。大学や専門学校などのその他学校では，「その他授業」が 28 人
（54.9％）だった。  

表表 1100  実実施施ししたた教教科科((複複数数回回答答))  

 

該当数(%)
０校 １～５校 ６校以上 合計 合計

小学校 37(61.7) 18(30.0) 5(8.3) 60(100.0) 60(18.6)
中学校 28(43.1) 34(52.3) 3(4.6) 65(100.0) 65(20.2)
高校 28(34.1) 46(56.1) 8(9.8) 82(100.0) 82(25.5)
その他学校 25(34.2) 44(60.3) 4(5.5) 73(100.0) 73(22.7)
他団体の依頼 21(50.0) 18(42.9) 3(7.1) 42(100.0) 42(13.0)
合計 139(34.2) 160(49.7) 23(7.1) 322(100.0)

該当数(%)

学校から
消費生活セン

ター
その他 分からない 合計 合計

小学校 19(55.9) 9(26.5) 6(17.6) 0(0.0) 34(100.0) 34(16.6)
中学校 25(49.0) 13(25.5) 11(21.6) 2(3.9) 51(100.0) 51(24.9)
高校 24(38.1) 18(28.6) 19(30.1) 2(3.2) 63(100.0) 63(30.7)
その他学校 21(36.8) 18(31.6) 16(28.1) 2(3.5) 57(100.0) 57(27.8)
合計 89(43.4) 58(28.3) 52(25.4) 6(2.9) 205(100.0)

該当数(％)

家庭科
社会科・公民

科
生活科・総

合
その他授業

学校行事・
講演会

合計 合計

小学校 9(30.0) 1(3.3) 8(26.7) 7(23.3) 5(16.7) 30(100.0) 30(14.9)
中学校 18(33.3) 18(33.3) 10(18.6) 4(7.4) 4(7.4) 54(100.0) 54(26.9)
高校 17(25.8) 9(13.6) 12(18.2) 17(25.8) 11(16.6) 66(100.0) 66(32.8)
その他学校 3(5.9) 0(0.0) 9(17.6) 28(54.9) 11(21.6) 51(100.0) 51(25.4)
合計 47(23.4) 28(13.9) 39(19.4) 56(27.9) 31(15.4) 201(100.0)
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の権利と責任」は 1 割に満たなかった。校種別に見ると，小学校では「金銭教育」，「ネッ
トリテラシー」の割合がほかの校種よりも高いのが特徴である。一方，中学校と高校では，

「消費者市民社会」と「消費者の権利と責任」を小学校よりも取り上げている。これは教

科書に掲載されている内容であるからと考えられる。加えて，講座のタイトル（表 14）を
自由記述してもらったところ，表 13 の結果と同様，「トラブル事例と対処法」と「成年年
齢対策」を含み「契約」に関するものが多かった。  

 
表表 1133  講講座座のの内内容容((複複数数回回答答))  

  
  

表表 1144  講講座座ののタタイイトトルル  

  

  
（（４４））学学校校ででのの消消費費者者教教育育のの課課題題とと解解決決方方法法   
 学校での消費者教育の課題については，表 15 に示す 18 項目 (未記入を除く )から複数回
答で選択してもらった。この結果（表 15），「学校とのつながりがない」が 65.2%と最も高
く，学校の関係性がないことが課題であることが分かった。続いて約 4 割の人が「開拓が
困難」，「ネットワーク作りができてない」と回答した。「学校の仕組みが分からない」も約

3 割あったことから，学校の仕組みが分からないことで，つながりができない，ネットワ
ーク作りができない課題につながっていることが分かる。  
これらの課題を克服するために必要なことを表 16 に示す 7 項目（未記入を除く）から

複数回答で選択してもらった。この結果 (表 16)，「実際の授業を見学する」，「授業に役立つ
話し方スキルの研修」，「学校のしくみについての情報提供」が 3割以上と最も多くなった。
続いて「消費生活センター内での消費者教育に対する理解」，「授業に役立つ機器の使い方

の研修」，「効果的な資料の集め方についての情報提供」を約 2 割の人が選択した。表 15 で

該当数(%)
契約の基

本
最新の相談

事例
ネットリテ
ラシー

金銭教育 環境教育
消費者市
民社会

消費者の権
利と責任

その他 合計

小学校 8(12.9) 8(12.9) 16(25.8) 18(29.0) 2(3.2) 3(4.8) 3(4.8) 4(6.5) 62(100.0)
中学校 36(26.5) 38(27.9) 22(16.2) 9(6.6) 3(2.2) 12(8.8) 11(8.1) 5(3.7) 136(100.0)
高校 46(24.0) 56(29.2) 29(15.1) 19(9.9) 2(1.0) 15(7.8) 19(9.9) 6(3.1) 192(100.0)
その他学校 48(27.6) 47(27.0) 28(16.1) 16(9.2) 1(0.6) 12(6.9) 14(8.0) 8(4.6) 174(100.0)
合計 138(24.5) 149(26.4) 95(16.8) 62(11.0) 8(1.4) 42(7.4) 47(8.3) 23(4.1) 564(100.0)

 

講座のタイトル 件数
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契約 12

成年年齢対策 5

金銭教育 10

インターネット 7

かしこい消費者 8

消費者力 4

消費生活 4

エシカル、SDGｓ、消費者市民社会 5

その他 3
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明らかとなった「学校とのつながりができない」ことを，まずは現場の状況を知り，しく

みについて知ることと，自分自身に関する課題としての話し方，機器の使い方，情報提供

の方法について知ることが大事であると感じていることが分かる。一方，25.9%の人が「消
費生活センター内での消費者教育に対する理解が必要」と感じていることから，学校と消

費者教育コーディネーターの協力体制だけでなく，消費生活センターと消費者教育コーデ

ィネーターとの関係性にも課題があることが明らかとなった。  
 

表表 1155  学学校校ででのの消消費費者者教教育育のの課課題題((複複数数回回答答))  

    
 

表表 1166  課課題題克克服服ののたためめのの方方法法((複複数数回回答答))  

  
  
（（５５））消消費費者者教教育育ココーーデディィネネーータターーににつついいてて   
 消費者教育コーディネーターについて設置状況，属性，適任属性，新型コロナ感染症の

影響について尋ねた。消費者教育コーディネーターの設置状況（表 17）は，「設置してい
ない」が 60％（81 件）あり，「設置している」，「設置はしていないが，同様の役割を担う

該当数(%)
学校とのつながりがない 61(65.2)
新規開拓が困難である 52(38.5)
ネットワーク作りができていない 51(37.8)
打ち合わせの時間がとれない 39(28.9)
学校の仕組みが分からない 28(20.7)
担当職員が2～3年で移動してしまう 26(19.3)
機器のスキル不足 25(18.5)
何を必要としているのか分からない 25(18.5)
誰に接触すればよいのか分からない 20(14.8)
担当職員のやる気がない 16(11.9)
どのように接触すればよいのか分からない 15(11.1)
消費生活センター内部の連携ができていない 15(11.1)
知識不足 14(10.4)
その他 14(10.4)
学校の機器の情報が不明である 12(8.9)
生徒の前で話す自信がない 9(6.7)
先生が協力的でない 9(6.7)
情報収集方法が分からない 5(3.7)
未記入 1(0.7)

該当数(%)
実際の授業の様子を見学する 47(34.8)
授業に役立つ話し方スキルの研修 46(34.1)
学校のしくみについての情報提供 45(33.3)
消費生活センター内での消費者教育に対する理解 35(25.9)
授業に役立つ機器の使い方の研修 32(23.7)
効果的な資料の集め方についての情報提供 30(22.2)
その他 22(16.3)
未記入 4(3.0)

の権利と責任」は 1 割に満たなかった。校種別に見ると，小学校では「金銭教育」，「ネッ
トリテラシー」の割合がほかの校種よりも高いのが特徴である。一方，中学校と高校では，

「消費者市民社会」と「消費者の権利と責任」を小学校よりも取り上げている。これは教

科書に掲載されている内容であるからと考えられる。加えて，講座のタイトル（表 14）を
自由記述してもらったところ，表 13 の結果と同様，「トラブル事例と対処法」と「成年年
齢対策」を含み「契約」に関するものが多かった。  

 
表表 1133  講講座座のの内内容容((複複数数回回答答))  

  
  

表表 1144  講講座座ののタタイイトトルル  

  

  
（（４４））学学校校ででのの消消費費者者教教育育のの課課題題とと解解決決方方法法   
 学校での消費者教育の課題については，表 15 に示す 18 項目 (未記入を除く )から複数回
答で選択してもらった。この結果（表 15），「学校とのつながりがない」が 65.2%と最も高
く，学校の関係性がないことが課題であることが分かった。続いて約 4 割の人が「開拓が
困難」，「ネットワーク作りができてない」と回答した。「学校の仕組みが分からない」も約

3 割あったことから，学校の仕組みが分からないことで，つながりができない，ネットワ
ーク作りができない課題につながっていることが分かる。  
これらの課題を克服するために必要なことを表 16 に示す 7 項目（未記入を除く）から

複数回答で選択してもらった。この結果 (表 16)，「実際の授業を見学する」，「授業に役立つ
話し方スキルの研修」，「学校のしくみについての情報提供」が 3割以上と最も多くなった。
続いて「消費生活センター内での消費者教育に対する理解」，「授業に役立つ機器の使い方

の研修」，「効果的な資料の集め方についての情報提供」を約 2 割の人が選択した。表 15 で

該当数(%)
契約の基

本
最新の相談

事例
ネットリテ
ラシー

金銭教育 環境教育
消費者市
民社会

消費者の権
利と責任

その他 合計

小学校 8(12.9) 8(12.9) 16(25.8) 18(29.0) 2(3.2) 3(4.8) 3(4.8) 4(6.5) 62(100.0)
中学校 36(26.5) 38(27.9) 22(16.2) 9(6.6) 3(2.2) 12(8.8) 11(8.1) 5(3.7) 136(100.0)
高校 46(24.0) 56(29.2) 29(15.1) 19(9.9) 2(1.0) 15(7.8) 19(9.9) 6(3.1) 192(100.0)
その他学校 48(27.6) 47(27.0) 28(16.1) 16(9.2) 1(0.6) 12(6.9) 14(8.0) 8(4.6) 174(100.0)
合計 138(24.5) 149(26.4) 95(16.8) 62(11.0) 8(1.4) 42(7.4) 47(8.3) 23(4.1) 564(100.0)

 

講座のタイトル 件数

トラブル事例と対処法、未然防止法 43

契約 12

成年年齢対策 5

金銭教育 10

インターネット 7

かしこい消費者 8

消費者力 4

消費生活 4

エシカル、SDGｓ、消費者市民社会 5

その他 3

― 45 ―



方，それに近い方は存在する」が，それぞれ 8.1%であることから 16.2%で設置しているこ
とが分かる。消費者教育コーディネーターの属性を表 18 からみると，半数が「消費生活相
談員」であり，「元消費生活相談員」を加えると，約 7 割は消費生活相談員が担当している
ことが分かる。あとの半数は「教員等学校関係者」と「行政職員」である。これに対して，

適任と思う消費者教育コーディネーターの属性を複数回答で尋ねると（表 19），「教員等学
校関係者」が 41.8％(64 件)と最も多くなった。次いで「消費生活相談員」と「元消費生活
相談員」であったことから，行政職員よりも，消費生活相談員の経験者か学校関係者が適

していると感じていることが分かる。  
  
  
表表 1177  ココーーデディィネネーータターー設設置置状状況況        表表 1188  消消費費者者教教育育ココーーデディィネネーータターーのの属属性性  

（（複複数数回回答答））   

  
  
  
表表 1199  適適任任とと思思ううココーーデディィネネーータターーのの属属性性  表表 2200  新新型型ココロロナナ感感染染症症のの影影響響((複複数数回回答答))  

((複複数数回回答答 ))      
  
  
  
  
  
  
  
  
（（６６））新新型型ココロロナナ感感染染症症にによよるる影影響響   
 新型コロナ感染症による影響があったかを，表 20 の 9 項目から選択してもらった。こ
の結果，「出向くことがなくなった」が最も多く，4 割の人に影響があったことが分かる。
「今までどおり」や「増えた」は極めて少ない。ただこの中には「成年年齢の引き下げの

影響で増えた」との回答もあった。「資料提供のみ」も 12.6%あった。一方，「オンライン
での実施」が 20.7%あり，新型コロナ感染症の中でも，新たな方法を模索して継続してい
る人もいた。  
  
  

該当数(%)
設置していない 81(60.0)
設置している 11(8.1)
それに近い人はいる 11(8.1)
分からない 5(3.7)
未記入 27(20.0)  

該当数(%)
消費生活相談員 11(50.0)
教員等学校関係者 8(36.4)
行政職員等 5(22.7)
元消費生活相談員 4(18.2)
その他 2(9.1)

 

該当数(%)
出向くことがなくなった 55(40.7)
オンラインでの開催 28(20.7)
資料提供のみ 17(12.6)
今まで通り 5(3.7)
少なくなった 4(3.0)
元々ない 2(1.5)
増えた 1(0.7)
その他 9(6.7)
分からない 1(0.7) 

該当数(%)
教員等学校関係者 64(41.8)
消費生活相談員 53(34.6)
元消費生活相談員 53(34.6)
行政職員等 39(25.5)
その他 7(4.6)
分からない 7(4.6)
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ⅢⅢ．．考考察察及及びび今今後後のの課課題題   
本論文は，全国の消費生活相談員に消費者教育コーディネーターに関するアンケートを

実施した。消費者教育コーディネーターの設置に関しては必要と言われているが，課題も

多いことから，これまで消費者教育コーディネーターの役割について様々な見解が明らか

にされてきた。例えば柿野（2019）は，消費者教育コーディネーターが学校現場と繋がっ
ていくためには，教員経験者や校長経験者，教育委員会経験者が有効であるとし，消費者

教育コーディネーターを増やしていくためには，①教員経験者を消費者行政に輩出する仕

組み作り，②人材だけに頼らない環境づくり，③消費者行政と教育委員会や学校現場との

連携のレベルを数値化することが必要であると述べている。また矢吹（2018）は，消費者
教育コーディネーターの資質について，2015 年 3 月の「消費者教育推進会議とりまとめ」
（消費者庁，2015）で示された，消費生活センターに期待される機能の「広める」「働きか
ける」「つなぐ」という３つの消費者教育の方策の分野の機能を，消費者教育コーディネー

ターの役割とした。。①企画・提案する役割と②調整する役割を，実践に即して具体的に整

理すると，「広めるための資質能力」には，場の創設，関係者をつなぐ，協力機関を見出す，

「働きかけるための資質能力」には，情報の収集・発信する，牽引する，「つなぐ資質能力」

には，仲介する，世話をするにまとめることができるとし，岡山県での実践結果を結び付

けて考察した。消費者教育コーディネーターが効果的に活躍する環境として必要な制度や

行政職員との役割分担など，消費者教育コーディネーターの役割についてのマニュアル作

成や支援体制について検討を進めるべきものであると考えている。さらに泉谷（2020，2021）
は，地域の特性に応じた消費者教育の実現のためには，学校が外部講師を一方的に活用す

るのではなく，外部講師の知見を学校に取り込んでいくことが重要であるとしている。協

働による消費者教育の実践を通じて，学校に対して変化を迫る機会を確保することが重要

といえる。消費者教育コーディネーターの検討にあたり，短期的には，元教員等が専門職

としての消費者教育コーディネーターを担うことが適していると考えられるが，長期的に

は，実務を通じて地域社会とかかわり，社会教育としての消費者教育の経験のある相談員

等が，学校と地域をつなぐ役割を担う消費者教育コーディネート体制に移行していくべき

であり，その移行には行政職員の働きが重要であるとまとめている。  
このように消費者教育コーディネーターの役割について研究されてきたが，本論文で明

らかになったように，まだ多くの消費生活センターでは設置ができていない状況であるこ

とが分かり，消費者教育コーディネーターの設置やその資質については模索中であること

が明らかとなった。本調査では全国の消費生活相談員に調査を実施，152 人(9.2%)から回
答を得て，このうち現在勤務している 135 人を分析対象としたが，消費者教育コーディネ
ーターを設置しているところはまだ少なく，消費者教育の講座は学校からの依頼が多く，

1～5 校で実施しており，講座内容は，最新の相談事例や契約が多く，資料は，国民生活セ
ンターや都道府県から提供される研修の情報や自分から情報収集して作り上げ，自分一人

で，様々な授業の中でクラス毎に実施している姿が明らかとなった。また消費者教育の推

進には学校とのつながりがキーポイントであり，そのためには授業を見学することや，学

校の仕組みを知ることが大事であると感じている。そのためか，現実は消費者教育コーデ

ィネーターの半数が消費生活相談員であるが，教員等学校関係者が適任だと感じている人

が多いことが明らかとなった。  

方，それに近い方は存在する」が，それぞれ 8.1%であることから 16.2%で設置しているこ
とが分かる。消費者教育コーディネーターの属性を表 18 からみると，半数が「消費生活相
談員」であり，「元消費生活相談員」を加えると，約 7 割は消費生活相談員が担当している
ことが分かる。あとの半数は「教員等学校関係者」と「行政職員」である。これに対して，

適任と思う消費者教育コーディネーターの属性を複数回答で尋ねると（表 19），「教員等学
校関係者」が 41.8％(64 件)と最も多くなった。次いで「消費生活相談員」と「元消費生活
相談員」であったことから，行政職員よりも，消費生活相談員の経験者か学校関係者が適

していると感じていることが分かる。  
  
  
表表 1177  ココーーデディィネネーータターー設設置置状状況況        表表 1188  消消費費者者教教育育ココーーデディィネネーータターーのの属属性性  

（（複複数数回回答答））   

  
  
  
表表 1199  適適任任とと思思ううココーーデディィネネーータターーのの属属性性  表表 2200  新新型型ココロロナナ感感染染症症のの影影響響((複複数数回回答答))  

((複複数数回回答答 ))      
  
  
  
  
  
  
  
  
（（６６））新新型型ココロロナナ感感染染症症にによよるる影影響響   
 新型コロナ感染症による影響があったかを，表 20 の 9 項目から選択してもらった。こ
の結果，「出向くことがなくなった」が最も多く，4 割の人に影響があったことが分かる。
「今までどおり」や「増えた」は極めて少ない。ただこの中には「成年年齢の引き下げの

影響で増えた」との回答もあった。「資料提供のみ」も 12.6%あった。一方，「オンライン
での実施」が 20.7%あり，新型コロナ感染症の中でも，新たな方法を模索して継続してい
る人もいた。  
  
  

該当数(%)
設置していない 81(60.0)
設置している 11(8.1)
それに近い人はいる 11(8.1)
分からない 5(3.7)
未記入 27(20.0)  

該当数(%)
消費生活相談員 11(50.0)
教員等学校関係者 8(36.4)
行政職員等 5(22.7)
元消費生活相談員 4(18.2)
その他 2(9.1)

 

該当数(%)
出向くことがなくなった 55(40.7)
オンラインでの開催 28(20.7)
資料提供のみ 17(12.6)
今まで通り 5(3.7)
少なくなった 4(3.0)
元々ない 2(1.5)
増えた 1(0.7)
その他 9(6.7)
分からない 1(0.7) 

該当数(%)
教員等学校関係者 64(41.8)
消費生活相談員 53(34.6)
元消費生活相談員 53(34.6)
行政職員等 39(25.5)
その他 7(4.6)
分からない 7(4.6)
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消費生活センターの規模によって比較したところ，実践回数では，成年年齢引き下げに

対応して作成された国の「社会の扉」を用いた消費者教育の実施が要請されたこともあり，

都道府県にある消費生活センターでの学校への消費者教育の方が市町村等よりも多いこと

が分かった。これは本調査では 20.7%が都道府県に勤務しているが，実施回数は全体の
29.5%を占めており，市町村や広域連携等では勤務者の割合が 60.8%を占めているが，消
費者教育の実施回数のうち 61.8%を占めていたことから明らかである。中学校・高校にお
いて，「一人で授業にいく」と回答したのは都道府県に多い傾向があり，「協働で授業を行

う」と回答したのは，その他（市町村，広域連携など）に多い傾向が見られた。都道府県

では，予算の規模も大きく，全ての高校に資料を配布し，モデル校などを決めて，消費者

教育を推進している様子が伺えた。一方，その他（市町村，広域連携など）では，エリア

内の学校の数も限られている。しかし連携が取れれば，協働授業などが可能になっている

のではないかと考えられる。  
学校での消費者教育を推進する上での課題として多かった「学校とのつながりがない」，

「新規開拓が困難」と答えたのは，その他（市町村，広域連携など）に多く，「ネットワー

クづくりができていない」と答えたのは政令指定都市に多かったことから，規模に要因が

あるわけではないと考えられる。また課題を克服するために必要だと思われることは，「実

際の授業の様子を見学する」，「授業に役立つ話し方スキルの研修」，「学校のしくみについ

ての情報提供」が多く挙げられ，その他（市町村，広域連携など）に多く見られた。これ

は，都道府県では国の要請で消費者教育コーディネーターの設置など，ある程度体制が組

めてきたのに対し，その他（市町村，広域連携など）では十分な体制が組めていないから

と考えられる。  
対象数は異なるが，既存の調査である「消費者教育調査報告」（2018）の結果と比較する

と，2018 年の報告書では約 6 割の人が，学校での消費者教育は必要ではあるが難しい，と
感じていた。今回のアンケートでも，6 割以上の人が学校とのつながりがない，と感じて
おり，学校との連携に関する課題は残ったままであった。一方，消費生活センターでの消

費者教育の必要性に関しては改善されていた。消費者教育コーディネーターの設置状況は

「設置している」，「設置していないが同様の役割を担う人は存在する」は増加傾向にあっ

た。また消費者教育コーディネーターの適任者は，「消費生活相談員」が減少し，「教員等

の学校関係者」が増加していた。これらからも，学校とのつながりに難しさを感じている

状況に変わりはなく，その上で学校関係者が消費者教育コーディネーターとして適任と感

じているのではないかと推測できる。  
今回の調査では，消費生活相談員を通しての任意のアンケート調査であったため，回答

数が限られていた。今後は，都道府県での消費者教育コーディネーター設置が進んできた

ことから，全国の都道府県における消費生活センターを対象に，消費者教育コーディネー

ター設置の経緯や消費者教育コーディネーター自身に対して課題を調査し，消費者教育コ

ーディネーターの状況を明らかにしたい。  
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